
１． 大分県地域環境保全基金の残高等

②

③

④

⑤

⑥

２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

 保有割合の算定根拠　

 運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額）　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 12,058,710 500,000 11,558,710 82% 12,486,228 234,408,000

2 2,923,606 0 2,923,606 90% 3,491,145 51,812,000

3 1,060,035 0 1,060,035 23% 900,000 11,861,000

4 47,214,214 41,582,214 5,632,000 33% 5,632,000 82,935,000

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

63,256,565 42,082,214 21,174,351 22,509,373 381,016,000

４．基金事業の目標に対する達成度

82%

成果実績

目 標 値

達 成 度

４４，８２４千ｔ-ＣＯ２（以下）

大分県における温室効果ガス排出量について、２０２７年度までに３６，５６０千ｔ-ＣＯ２（以下）を達成す
る。

３６，５６０千ｔ-ＣＯ２（以下）

負担附寄附金等

内訳

うち、国費相当額

うち、地方負担相当額

うち、負担附寄附金等

0

21,174,351 内訳は下表のとおり

254,308,283

127,154,142

127,154,141

（＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

備考金額（単位:円）

保有割合 =（⑧／⑨）

⑦

大分県少年の船運航事業

基金残高

事業費（次年度から終了年度までの見込額）

次年度の基金類型 取崩型

番号 事業名

地球温暖化対策推進事業

節電・省エネ対策推進事業

希少野生動植物保護事業

①

274,700,096

782,538

内訳

うち、国費相当額

うち、地方負担相当額

うち、負担附寄附金等

達成度

成果指標

基金残高

その他収入

基金運用益

返納額

基金執行額（処分額）

金額（単位:円）

合　　　計

基金総額（前年度末基金残高）

137,350,048

137,350,048

（別添様式２）

事業費
（次年度）

事業費
（終了まで）

備　考

事業費
備考

0.667

254,308,283

381,016,000



事業番号

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

【目的】
　大分県地球温暖化対策実行計画に定める家庭・業務・運輸部門におけるＣＯ２排出量の2020年度目標の達成に向けて、緩
和策と適応策に取り組む。
　各部門におけるＣＯ２排出量削減のため、県民に対する節電・省エネの意識啓発や取組を推進する。

【平成２９年度目標値】
　県内の温室効果ガス排出量　４４，８２４千ｔ－ＣＯ２以下
【平成２９年度実績値】
　県内の温室効果ガス排出量　４４，８１９千ｔ－ＣＯ２

　地球温暖化防止に関する県民の意識を高めるため、ノーマイカーウィークの実施やエコ通勤割引制度の推進、九州エコラ
イフポイントを活用した家庭での省エネ行動の促進、省エネチェックシートの全戸配布や家庭向け省エネ診断等の普及啓発
活動を実施した。

・地球温暖化対策の推進に関する法律
・第４期大分県地球温暖化対策実行計画

（１）家庭向けＣＯ２削減事業【5,812千円（うち基金充当額：5,812千円）】
　省エネチェックシートの県内全戸配布（約４８万世帯）、家庭でできる省エネ・節電セミナーの開催（２回）、家庭での
エネルギーの見える化を促す大分版Ｗｅｂ家庭のエコ診断（３３件）、家庭の省エネコンテスト（１回）等を実施し、家庭
から排出されるＣＯ２の抑制を促進した。
　
（２）九州版炭素マイレージ制度推進事業【3,878千円（うち基金充当額：3,378千円）】
　九州の官民が一体となって、家庭や地域でのＣＯ２削減を促進することを目的に、電気使用量の削減や植林等の環境保全
活動への参加、省エネ製品の購入に経済的インセンティブを付与し、地域の商店等で商品と交換ができる仕組みを推進し
た。

（３）おおいたＣＯ２交通ダイエット推進事業【2,106千円（うち基金充当額：2,106千円）】
　エコ＆セーフティドライブの推進を図るため、事業所の安全運転管理者講習（２５回・４，１２８人）等でエコドライブ
の講義を行い、営業車両に掲出するマグネットシート等を配布した。自家用車等通勤者が週一回バスを利用する取組「エコ
通勤割引制度」の普及啓発を行ったほか、年４回実施する「大分県ノーマイカーウィーク」への参加の呼びかけを事業所に
対し行った。

（４）地球温暖化対策講座の開催【262千円（うち基金充当額：262千円）】
　地球温暖化対策地域協議会と地球温暖化防止活動推進員、県地球温暖化防止活動推進センター等が連携して、地球温暖化
の現状や課題のほか、大分県の削減目標や取組についての講義（２１回・２，１４１人）を行い、県民の温暖化対策への機
運の醸成を図った。

事 項 名 （１）家庭向けＣＯ２削減事業、（２）九州版炭素マイレージ制度推進事業、
（３）おおいたＣＯ２交通ダイエット推進事業、（４）地球温暖化対策講座の開催 開始年度 平成２２年度

担当部署 大分県生活環境部うつくし作戦推進課 終了年度 平成３９年度

平成２９年度 事業報告書

事 業 名 地球温暖化対策推進事業 新規・継続区分 継続



事業番号

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

　九州電力川内原発の再稼働等により、本県を取り巻く電力需給は一旦落ち着きを見せている。その一方で、南海トラフ地
震のリスクやCOP21が採択されるなど、節電・省エネの必要性は依然として高い。こうした状況に対応し、県民生活への安
全・安心の確保および節電・省エネ意識の向上を目的に、節電・省エネ行動の実践と普及・啓発を実施する。

【目標値】おおいたうつくしキャンドルナイト参加事業所数　３，１２３事業所
【実績値】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，１３２事業所

夏と冬の節電期間中に、家庭や事業所での緑のカーテンの設置等の普及・啓発事業を実施する。

・地球温暖化対策の推進に関する法律
・第４期大分県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

（１）夏と冬の節電広報
  　節電期間中の節電への呼びかけや節電方法の提案をホームページ等により行い、節電の取組を促進した。

（２）緑のカーテン普及事業
  　夏の節電対策の一環として家庭での緑のカーテンの設置を促進するため、モデル的に県庁舎に緑のカーテンを設置を行
い、家庭や事業所での設置を促進するとともに、緑のカーテンフォトコンテストを実施した。

事 項 名 （１）夏と冬の節電広報（２）緑のカーテン普及事業 開始年度 平成２２年度

担当部署 大分県生活環境部うつくし作戦推進課 終了年度 平成３９年度

平成２９年度 事業報告書

事 業 名 節電・省エネ対策推進事業 新規・継続区分 継続



事業番号

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

　大分県の豊かな自然を支える生物多様性を保全するため、平成２７年３月に改訂を行った「第２次生物多様性おおいた県
戦略」に基づき各種保全施策を実施する。

　【目標値】
　　　いきものウォッチング実施団体数　３団体／年
　
　【実績値】
　　　Ｈ２９単年度：３団体（Ｈ２７～２９累計：９団体）

　県内の希少な野生動植物の生息・生育環境の保全を図るため、条例に基づいた保護施策を実施する。また、身近な生き物
を対象とした県民参加型の調査を実施することで、生物多様性の大切さについて考え、理解を促進する機会を設ける。

・絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律
・大分県希少野生動植物の保護に関する条例、第２次生物多様性おおいた県戦略

　希少野生動植物保護事業　【１，０６０千円（うち基金充当額１，０６０千円）】
　ホタル・オオイタサンショウウオ等、身近に観察できる生物数種を「調査対象種」に設定して、県民参加による生き物調
査（いきものウォッチング）を実施した。参加者は調査対象種を探し、撮影した写真および見つけた日時や場所の情報を、
環境省が運営する「いきものログ」に報告した。事務局は、観察会などの実施により調査の機会を設けるとともに、写真や
調査情報をとりまとめて報告会を開催し、調査結果を報告した。

事 項 名 いきものウォッチングの実施 開始年度 平成２７年度

担当部署 大分県生活環境部自然保護推進室 終了年度 平成３９年度

平成２９年度 事業報告書

事 業 名 希少野生動植物保護事業 新規・継続区分 継続



事業番号

大分県少年の船運航事業

大分県少年の船運航事業

大分県生活環境部私学振興・青少年課

１．目的及び目標（値）

２．概要

３．根拠法令等

４．実施内容等

  大分県の明日を担う青少年の健全な育成を図るため少年の船を運航し、学校や家庭では体験できない船内外での研修及び
集団生活を通じて、青少年の社会性を養いながら、生きる力を育む。
　
　【目標値】
　　当該事業における環境教育受講者数　５９０名
　【実績値】
　　当該事業における環境教育受講者数　５９８名

  大分や沖縄の自然・環境について学ぶことにより、環境保全について高い意識を持つ青少年の育成を図る。

第３８回大分県少年の船運航事業　【県事業費総額　４７，２１４千円（うち基金充当事業費額（補助金）：４６，８４４
千円）（基金充当額：５，６３２千円）】

    実施主体：大分県、大分県教育委員会、大分県青少年団体連絡協議会
　　訪 問 先：沖縄県
　　使用船舶：ぱしふぃっくびいなす（日本クルーズ客船株式会社）
　　日　　程：平成２９年７月２２日（土）～２６日（水）　（４泊５日）
　　参加人数：５９８名
    学習内容：大分県や沖縄本島の自然・環境について船内や現地において学習する。

事 項 名 開始年度 平成２５年度

担当部署 終了年度 平成３９年度

平成２９年度 事業報告書

事 業 名 新規・継続区分 継続


